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中長期戦略の進捗

エレクトリックワークス社
社長 大瀧 清

2024年6月7日
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2024年業績見通し

本日のアジェンダ

人的資本経営

２.ＥＷ社の事業概要

３.中長期戦略

４.業績見通し

市場機会

全体戦略

事業の強み

１．中期戦略 進捗状況
2022-2023年度

KGI 達成状況

海外電材国内電材 ソリューション
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１．中期戦略 進捗状況

ＫＧＩ目標を着実に達成

【EBITDAの推移】

【パナソニック(株)重点事業別 EBITDA進捗】

2022-23年度

KGI達成状況

EBITDA ROIC 累積営業CF

〇 〇 〇

23年度 実績 対前年 対公表※１

売上 10,486 104% 102%

AOP
692

(6.6%)
+170 +52

EBITDA
938

（8.9%）
+189 ▲2

海外電材 国内電材 ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ

▲4
0

▲0.6%
0.1%

21年度 23年度

237

278

12.3%
11.6%

21年度 23年度

353

601

5.3%

7.9%

21年度 23年度

ＥＢＩＴＤＡ
２か年計画進捗

１０８％ １０９％ １９％

647
747

9386.4%
7.4%

8.9%

21年度 22年度 23年度

（単位：億円）※１ 対公表は当初公表比・差
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１．中期戦略 進捗状況

21年度→23年度の収益影響（EBITDA)

材料高騰

①合理化人材獲得・競争力強化
への投資

②シェア向上等での増販益

③高価値化商品等
での収益向上

・購買先集中契約化、生産整流化・自動化
・モジュラー型設計、部品共通化の推進
→ 材料高騰を打ち返す調達・生産合理化

競争力強化の取り組み、成長に向けた打ち手が寄与

① 合理化 ② シェア向上等での増販益 ③ 高価値化商品等での収益向上

・海外電材の伸長、国内電材のシェアUP
・有事でも供給を途切れさせないSCM
→ 供給課題なく安定的にシェアを拡大

・リニューアル用の省施工型商品の伸長
・空間価値向上の商品・提案力の強化
→ 限界利益率の向上による収益拡大

（事例）
リニューアル用照明器具

（事例）
生産設備自動化

（事例）
インド新工場
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23ｰ25年
実質GDP成長率

CAGR(予測) ※１

インド：6.6%

トルコ：3.1%

ベトナム：6.2%

２０３０年に

全国で約３５％の荷物
が運べなくなり※２

電気工事従事者が
３万人不足する※３

パリ協定

インド
「国家水素ミッション」

各国での
カーボンプライシング

サプライチェーンの
中断

原材料価格の変動

２．ＥＷ社の事業概要 –市場機会

新興国 脱炭素 課題の複雑化 国内人手不足

※２ 『第351回NRIメディアフォーラム』（令和５年１月１９日）

 『トラックドライバー不足時代における輸配送のあり方 ～地域別ドライバー不足数の将来推計と共同輸配送の効用～』株式会社野村総合研究所

※３ 『電気保安人材の中長期的な確保に向けた課題と対応の方向性』
経産省産業保安グループ電力安全課(2019)

新興国の経済成長、社会課題解決役立ちによる事業機会が拡大

経済成長に伴う
インフラ整備需要増

再生可能エネルギー
の普及拡大が急務

地政学リスク対応
レジリエンス対応

物流２０２４年問題・
電気工事士不足・
残業規制への対応

※１ IMF（2024/4公表）
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２．ＥＷ社の事業概要 –事業の強み

設備インフラ事業のＫＳＦを押さえ、圧倒的な市場シェアを確保

代理店・工事店網のカバー率
ルート向け

大規模設備投資、
コスト力

提案ノウハウ
施主・設計者向け

ＳＣＭオペレーション
開・製・販連携機能

市場に適した商品開発体制
多品種/省施工/高品質ものづくり

重要成功要因 （ＫＳＦ）

開発・製造 販売

事業の立ち位置 （市場規模・シェア）

建設現場に合わせた多品種・納期対応・高品質による継続供給

複数のステークホルダーとのエコシステムの構築

設備インフラ事業
業界特性 

（配線器具）

日本 インド トルコ ベトナム

９５０億円

１７０億円 １２０億円

６７０億円

約4割 約６割 約5割約8割

※当社推定（2023年実績）

当社
シェア
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３．中長期戦略 –全体戦略

国内電材は収益性強化とソリューション成長
海外電材は売上成長を継続

海外電材 ソリューション（国内・エネルギー）国内電材

・商材・展開地域の拡大による盤石化
・インド/トルコなどで事業シェアの拡大推進

・サービス事業の立上げ連打
・不足リソースの獲得に注力

2030年海外販売比率40%、
EBITDA額比率50%以上

・業界を巻き込んだ業務プロセス改革
による生産性の向上
（営業ＤＸ、ものづくりＤＸ、ＳＣＭ－ＤＸ）

10%

（国内）

収益性強化2024年度

2023年度

2021年度

【プロフィットプール】 2021年度→2024年度

2030年国内販売における
ソリューション販売比率50%

Ｅ
Ｂ
Ｉ
Ｔ
Ｄ
Ａ
率

売上高

（エネルギー）

仕込み

国内電材
[ソリューション含む] 5５０億円

海外電材 300億円

エネルギー
ソリューション 1５０億円

今中期投資目論見

仕込み

成長

人生産性を向上し収益性を強化
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３．中長期戦略 –国内電材

効率化・高付加価値化を実現する“現場ドリブンＤＸ”

ソリューション海外電材

案   

 
注

調達

物
流

お客様情報 業務効率化により、“人”生産性を向上

• マーケットスピードに対応した商品開発の実現
• ＢＣＰ対応効率化による有事対応への備え強化
• リードタイム短縮による、施工技術者の労働時間確保

現場業務の高位平準化により
誰もがお客様に高付加価値を提供

営業DX

SCM-DX
ものづくり

DX

• 過去データから
品質関連帳票を自動作成

• ＰＬデータの一元管理・
分析効率化

“現場ドリブンＤＸ”

整流化 × 省力化 × 自動化

統合データを
共有・活用し

お客様価値最大化

国内電材

国内人手不足

自然災害の激甚化

供給ボトルネックと
なる要因の多様化

事業運営で蓄積した

現場オペレーション
ノウハウ

（SCM/提案/製造など）

環境変化

EWの強み

付加価値生産性※2

1.14 1.16
1.20

21年 22年 23年

※2 付加価値生産性＝限界利益額÷固定費額

※１ ＰＸ：パナソニックで推進している、ＩＴシステム面の変革に留まらない、経営基盤強化のための重要戦略

※1
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３．中長期戦略 –国内電材

AI・DXを活用、データの利活用で製販の連携を強化

営業DX

代理店

顧客・現場データ蓄積を強化
Salesforce 名、問合せなど

プロセスの見直し、
顧客・件名DB構築・共有

顧客接点強化による
ソリューション提案力の持続的強化

ものづくりDX

現場ものづくりデータ蓄積を強化
設計、保守情報など

熟練者がもつ現場ノウハウの
可視化・共有

SCM-DX

SCMデータを統合
調達情報、在庫情報など

サプライチェーンの管理基準を
統一・可視化

高品質で生産性の高い
スマートファクトリーの実現

有事でも供給を途切れさせない
製品供給力

AIを活用した
お客様対応業務の高度化

AIで開発・製造・保全の
効率化・自動化

AIで高い精度の
長期販売予測を実現

Physical
モノ・ヒト・プロセス

Cyber
モノ・ヒト・プロセス

IoT

ソリューション海外電材国内電材

調達BCPシステムの進化
（データの統合・見える化）
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３．中長期戦略 –国内電材
ソリューション海外電材国内電材

BCP強靭化に向けてデータ統合・見える化が進化したEW-Resiの開発完了
将来のグローバルオペレーションに向けて、業務プロセスの更なる整流化を図る

変化に適応し進化し続ける、強靭で持続可能なBCPシステム機能のBIツール

現場掌握による迅速な意思決定

顧客・営業部門

ＢＣＰ対応
（ＳＣＲ－Ｋｅｅｐｅｒ）

サプライチェーン
統括センター

サプライヤ
（国内２，０００社 海外１，０００社）

電材＆くらしエネルギー
事業部

EW-Resi

代替品情報
事前登録

生産拠点情報
事前登録

（２０２１～）

（２０２４～）

複数拠点に跨る調達・生産管理などの
社内分散データの統合・可視化

BI / AIツール
（Palantir）

現場プロセスの整流化
（課題の掌握と弛みない改善）

連結会社・代理店様の情報連携により、
希望納期遵守を強みとした

高度なシステム

EW社受発注システム

EW社の電材事業の強み

営業情報  名管理
在庫情報 製造管理
生産計画 調達計画

反映

バリューチェーン全体での
プロセス整流化

営業DX ものづくり
DX

物流DX

顧客情報
 名情報
 注情報

在庫情報
配車情報
現場情報

調達情報
生産情報
品質情報

製造拠点

ライティング事業部

製造拠点

[今後の取組]

AI / ビッグデータ活用可能

グローバルに通用する
強靭なオペレーションへ

Autonomous SCMの実現 
（Blue Yonder 検討）
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３．中長期戦略 –海外電材

重点３カ国中心に着実に伸長・周辺地域へも売上を拡大

18～23年度

重点3か国名目GDP成長率※１ ５.９%

海外電材売上成長率(配線) 7.8%

インドアンカー社買収

ベトナム工場生産開始
トルコViko社買収

インド極
アジア極

トルコ極
CIS

欧州

南アジア

北アフリカ
中東

東アフリカ

東南アジア

パナソニック
EWベトナム

パナソニック
EWトルコ

パナソニック
EWインド

今後も各国は大きく成長
133 

113 

130 

108 

22年 23年 24年 27年

［一人当たり実質GDP］※2

(2022年=100とした場合)

インド

ベトナム

トルコ

日本

海外電材売上

各国GDP成長を上回る売上成長を実現

地域拡大戦略

重点3か国を核に、周辺地域へ貢献領域を拡大

（配線）

※１ IMF（2024/4発表）を当社売上で加重平均

（年度）

ソリューション海外電材国内電材

大規模設備投資、
コスト力

インド
事例

ＳＣＭ
オペレーション

代理店・工事店
網のカバー率

全土をカバーする
4工場体制

二次店数の
拡大

近代化・ＤＸでの
ＳＣＭ強化

成長
要因

21年 22年 23年

重点3か国からの輸出額

CAGR35%
売上

※２ IMF（2024/4発表）
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３．中長期戦略 –海外電材

成長ドライバーのインドは売上1,000億円へ

品揃え・ソリューション展開

市場成長に合わせた投資

ルート・地域拡大

開発営業・提案力強化

デジタル化・精度向上

強
み
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

ＥＷ社
売上高

１０，６００億円

海外電材
２，７００億円 ２５％
(3か年CAGR +11%)

重点３か国
１，５００億円 １４％

ＥＷ社
ＥＢＩＴＤＡ

１,０００億円

海外電材
３５０億円 ３５％

(3か年CAGR +13%)

重点３か国
２７０億円 ２７％

更
な
る
成
長

方向性 23年度取り組み 24年度計画

ト
ル
コ

イ
ン
ド

配線器具普及価格帯における
グローバル/地場メーカーとの競争激化

二次店等向け営業力強化と
新商品導入で24年度順調な立ち上がり

欧州向け配線器具新商品を発売し、
輸出比率向上（３３％ 対前年+１%)

ドイツ主要顧客への拡販や、
スペイン・ルーマニア等の新規開拓推進

ソリューション海外電材国内電材

配線器具
（Karee55シリーズ）

総合提案可能なメーカと対峙へ

日本で培ったノウハウ ×
開製販一体・地産地消の取組み

強みの強化、成長に向けた仕込みを推進し
重点3か国でシェアトップ堅持

インド
１，０００億円 １０％

インド
１９０億円 １９％

新PENTA Modular

商品幅出しを着実に進捗
（提案・システム商材比率29% 対前年+9%）

製造力

販路

ＳＣＭ

商品
開発

提案力
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３．中長期戦略 –ソリューション

開・製・販の専門体制発足、バリューチェーン拡大により収益力向上

バリューチェーンを拡大し新体制で顧客課題に貢献 収益目論見 （国内売上 / EBITDA率推移）

【主な事業領域】

市場
規模

ZEB

Well-being ※2

※1

IoT商品・エンジ拡大
＋保守メンテ強化

コンサル・
運用サービス強化

 物販で培ったQCD対応力、空間提案力
 エンジ事業のスケール  (連結3社で売上700億円)

 高収益な川上・川下領域の強化
  ex) 保守メンテ、Wellコンサル など

物販
施工・
エンジ

コンサル・
提案

保守・
メンテ

運用･
サービス

強み

拡大

新設 ソリューションエンジニアリング本部

Wellコンサル

脱炭素

1兆円 4兆円

0.2兆円 0.3兆円
２1

20％/年成長
(計画上振れ)

２３ ２7 30

SOL
販売比率

35%

２4２2

50%

EBITDA
率

ソリューション海外電材国内電材

（年度）

売上規模拡大 利益率向上

売上

計画

2023年 20３０年

※１ 『建物の省エネ・脱炭素化の動向と展望（非住宅編）』 株式会社矢野経済研究所 ※２ 当社推定
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脱炭素

保守ﾒﾝﾃﾅﾝｽ

遠隔監視・
入退

WELL
コンサル

３．中長期戦略 –ソリューション

他社設備も含めたワンストップ対応強化

ソリューション海外電材国内電材

脱炭素/Well-Being 差別化商品

無線調色/
調光システム

中小ビル用
中央管理システム

OB物 複合
リニューアル提案

ネットワーク統合による
設備システムの一括管理

ＷＥＬＬ認証サービス
累計売上：１．２億円

・経済産業大臣賞：２  賞
・５ の自治体と連携予定
（大阪、京都、和歌山、鳥栖 他）

東京ミッドタウン
八重洲

32棟のビルを繋ぐ
統合ネットワーク構築

三菱地所
丸の内エリア

複合セキュリティ
/保守・メンテ

元請け 注

設備改修でコストを
抑えたZEB化提案

パナソニック
京都ビル

ワンストップ顧客対応強化で受注実績が拡大

商品/エンジニアリング強化  注・リリース

商品
強化策

エンジ
強化策

WELL
オフィスコンサル

スポーツ
エンタメ
街演出

エスコン
フィールド

東京
ドーム

オープン
ハウス
アリーナ
太田
(Bリーグ)

環境音SOL エアリースクリーンスポット気流
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写真

３．中長期戦略 –ソリューション

・ ソフトウェア人材採用の強化
ソリューション開発本部 東京拠点設立
（24年１０月予定）

177人

119人22～23年採用累計

ソリューション海外電材国内電材

WELL認証資格取得者累計 31人

組織ケイパビリティを強化

人材・組織強化 他社共創

・ エンジニアリング人材育成
社内教育機関の充実
エンジニアリング技術教育センター（23年７月）

・ WELL認証 コンサル人材育成

22～23年採用累計

・ 東京電力タイムレスキャピタル
3号ファンド（24年4月）

東電グループのリソースや
技術・ 見の有効活用

・ X PLACE （22年12月）

位置情報分析技術×空間制御技術で  
  ワーカーのWell-beingと省エネ

・ アルダグラム社
    建設現場のDX推進
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３．中長期戦略 –成長の好循環を実現する人的資本投資

５０億円を上回る人的投資（２４年度）

人材ケイパビリティの強化 組織・個人パフォーマンス最大化

エンジニアリング人材 の強化

獲 得 育 成

獲 得 育 成

⚫ 高卒インターンシップ

⚫ エンジニアリング専門採用体制

⚫ リファラル採用活用

⚫ EWグループ独自の
エンジニアリング人材
育成プログラム
（EWテクニカルカレッジ 等）

⚫ 自社ホームページ刷新～
潜在的求職者へ訴求

⚫ CM等、メディア露出

⚫ ソフトウエア開発東京拠点設立

⚫ 専門性を高める
キャリアトラック定義

⚫ 独自教育プログラムの
構築・展開

ソフトウェア人材 の強化

組織・個人の中長期成長を促す 評価制度刷新

全社員総戦力化を目指した 人事制度の構築

DEI・カルチャー改革

⚫ 『行動評価』の新規導入

⚫ 事業経営者への
KPIマネジメント導入

成果
評価

行動
評価

⚫ キャリア自律/挑戦/プロフェッショナル
－全社員対象の外部研修インフラ
－高年齢者活躍

⚫ スタートアップ共創プログラムの
テーマ推進プロモーターを社内公募

⚫ 気づきの場の提供（マジョリティ特権/アンコンシャスバイアス）

⚫ 組織開発プラクティショナー育成
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４．業績見通し

中期計画ＫＧＩを完遂

売上 １０,434 10,600 10,000

AOP EBITDA ROIC

13.1% 13.5%
10%

23年度

実績

24年度

公表

24年度

中期計画

以上

※１ ２４年度体制ベース

（単位：億円） （単位：億円）

704
730

700

6.7% 6.9% 7.0%

23年度

実績

24年度

公表

24年度

中期計画

948 
1,000 1,000 

9.1% 9.4% 10.0%

23年度

実績

24年度

公表

24年度

中期計画

※１ ※１

３年間 累積営業キャッシュフロー

中期計画

1,720億円

24年度公表

1,882億円
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本プレゼンテーションには、パナソニックグループ(パナソニック ホールディングス株式会社およびそのグループ会社を指します)の「将来予想に関する記述」に該当する
情報が記載されています。本プレゼンテーションにおける記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当します。これら
将来予想に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされたパナソニックグループの仮定および判断に基づくものであり、これには既 または未 のリスクおよび
不確実性ならびにその他の要因が内在しており、それらの要因による影響を けるおそれがあります。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想
に関する記述に明示的または黙示的に示されるパナソニックグループの将来における業績、経営結果、財務内容に関してこれらと大幅に異なる結果をもたらすおそれ
あります。パナソニックグループは、本プレゼンテーションの日付後において、将来予想に関する記述を更新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様
におかれましては、金融商品取引法に基づく今後の提出書類およびその他の当社の行う開示をご参照下さい。

なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。かかるリスク、不確実性およびそ
の他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていますのでご参照下さい。

• 米州、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動向
• 原材料供給・物流の混乱や価格高騰が発生し、または長期化する可能性
• ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の過度な変動により外貨建てで取引される製品・サービス等のコストおよび価格が影響を ける可能性
• 金利変動を含む資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性
• 急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞なくかつ低コストで投入することができない可能性
• 他企業との提携または企業買収等で期待どおりの成果を上げられない、または予期しない損失を被る可能性
• パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向（BtoB（企業向け）分野における、依存度の高い特定の取引先からの企業努力を上回る価格下落圧力や製品需要の減少等の可能性を含む）
• 当社を持株会社とする新体制への移行により期待どおりの成果を上げられない可能性
• 多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持することができなくなる可能性
• 製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵・品質不正行為等により費用負担または損失が生じる可能性
• パナソニックグループが保有する 的財産権に対する侵害や第三者の 的財産権を使用する上での制約
• 国内外における現在および将来の貿易・通商規制、労働・生産体制規制等の変更・強化（直接・間接を問わない）がパナソニックグループやサプライチェーンの事業活動に影響を及ぼす可能性
• 気候変動を含む環境問題およびサプライチェーンにおける責任ある調達活動（人権・労働、安全衛生、地球環境保全、情報セキュリティ、企業倫理等）に関する法規制・政策の導入・強化への対応が不十
分となる可能性

• 法規制の導入・強化への対応が不十分となり、制約・費用・法的責任が生じる可能性
• パナソニックグループが保有する有価証券およびその他の金融資産の時価や有形固定資産、のれん、繰延税金資産などの非金融資産の評価の変動、その他会計上の方針や規制の変更・強化
• 不正アクセスやサイバー攻撃等による、パナソニックグループやサプライチェーンのシステムからの顧客情報・機密情報の外部流出、業務停止、あるいはネットワーク接続製品の脆弱性に起因して多大
な対策費用負担が生じる可能性

• 経営戦略の推進に必要な人材の獲得や、在籍している社員の流出防止ができない可能性
• 新型コロナウイルス感染症を含む感染症が、パナソニックグループの事業活動に悪影響を及ぼす可能性
• 多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動
• 大規模な自然災害の発生、感染症の世界的流行、テロ・戦争を含むパナソニックグループの事業活動に混乱を与える可能性のある事態の発生
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ＥＷ社の事業概要

MISSION Life tech & ideas 人・社会・地球を健やかにする。

VISION
電気設備とデジタル技術を核に、パートナーと共にお客様に

最大の満足と誠意をお届けするリーディングカンパニー

拠点数
国内 ４工場・７６営業所・連結子会社３５社 （製造：１２社、販売・その他：２３社）

海外 連結子会社２４社 （１０１の国・地域で販売）

従業員数 ３．０万人（国内単体０．９万人、国内連結１．０万人、海外連結１．１万人）

事業領域

配線器具 マンションHA

ビルシステム 創蓄連携システム

エネファーム 純水素型燃料電池

ガスメータ用デバイス

住宅用 施設用

屋外用

【照明】 【電設資材】 【環境エネルギー等】

※CNA連結含む
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